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近年，歩行環境について多くの研究が行われており，基本的には歩行環境が望ましいと歩行量も増加す

ることが明らかにされている．しかしながら，歩行環境が外出頻度や手段選択といった交通行動にどの程

度影響した結果，全体の歩行量が発現しているかという交通行動からの観点について十分に考慮し，現象

のメカニズムまで明らかにした研究は存在しない．そこで本研究では，交通行動に着目して歩行環境と歩

行量の関係について明らかにすることを目的とする．はじめに，スマートフォンアプリによるプローブデ

ータを入手し，徒歩を散歩の様な本源的需要と，買い物の様な派生的需要に分類を行い，距離によりリン

クトトリップの分類を行うことで，自動車や鉄道での長距離の移動の際に短距離の徒歩が発生することに

ついて定量的に示した． 
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1. 背景 
 
近年，身体活動量の増加，健康増進，都市の多様性や

価値を高めるために，都市における歩きやすさが注目さ

れている．  
居住環境は身体活動を促進したり制限したりすること

ができることが既往研究の蓄積によって示されている

（Transportation Research Board (2005)注 1））．また，2018 年

に WHO が発表した「Global Action Plan on Pysical Activity 
2018-2030」注2)では，Action 2.2.として歩行・自転車の道路

ネットワークの改善が挙げられるなど，都市における歩

行環境に対して世界的に関心が高まっている． 
日本においても，国土交通省は 2018 年に「都市の多

様性とイノベーションの創出に関する懇談会」の提言と

して，「「居心地が良く歩きたくなるまちなか」からは

じまる都市の再生」注 3)を取りまとめ，2019 年に「まち

なかウォーカブル推進プログラム」注 4)として，様々な

取り組みを支援する施策を実施してきた． 
加えて，2020年からの COVID-19 の感染拡大による健

康への意識の高まりや，通勤頻度の減少等のライフスタ

イルの変化により，徒歩での移動や歩きやすさについて

ますます関心が高まっている． 
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都市の歩きやすさを示す指標としては，Frank et 

al.(2005)1)により開発されたWalkablity Index(以下，WI)をは

じめとして様々な指標が用いられているものの， WI は
米国で開発された指標であるため，WI 開発時に想定さ

れている現象が日本では比較的起きにくいという浅見

(2019)2)による指摘が存在するなど，統一的な指標は存在

していない．しかしながら，歩行環境に関する多くの指

標が開発されるなど都市の歩きやすさの指標化や歩行量

との関係について関心が高まっている． 
 
 

2. 既往研究と本研究の位置付け 
 
 歩きやすさなどの歩行環境と歩行量に関する研究は，

交通分野に限らず疫学分野などの学問分野で様々な手法

を用いて行われている． 
客観的な歩行環境と歩行量の関係に関して，森田ら

(2022)3)は，横浜市の中高年を対象として歩数と歩行環境

の交通安全性に関する指標の関係を調査し，歩行者専用

道路の密度，立体交差点割合，三叉路割合の値が高い地

域では住民，中でも特に高齢者の歩数が多くなることを

明らかにした．金井ら(2019)4)は，公園における歩行空間

に着目し，日常歩行では WI の増加に伴って歩行活動量

の多いグループに属する確率が上昇する一方， WI の高

い都市化した地域において余暇歩行が抑制される方向に

働く可能性を示唆した．盛岡ら(2021)5)は，パーソントリ

ップ調査を用いて大阪市における，散歩の発生状況と環

境特性の関係を調査し，人口密度や施設充実度といった

「歩きやすい」環境指標と景観などの「歩きたくなる」

環境指標の両方において，散歩比率に対して正の影響が

見られることを明らかにした． 

主観的な歩行環境と歩行量の関係に関して，齋藤ら

(2011)6)は，藤沢市国民健康保険被保険者を対象に行った

質問紙調査から 60～69 歳にターゲットを絞り，移動に

おける歩行や余暇活動のウォーキングと有意に関連する

環境要因について明らかにした．加登ら(2019)7)は，独自

に設定したウォーカビリティ指標の有効性を，主観的街

路評価との関係性から検証し，緑道に対する評価が，密

集住宅エリア居住者の徒歩トリップ数や自転車トリップ

数と正の相関を持つことを明らかにした． 
施設までの距離と歩行量の関係に関して，樋野ら

(2018)8)は， 横浜市の中高年を対象とし，居住地区の都市

環境と歩数の関係を探り，前期高齢男性，中年女性，前

期高齢女性には駅に近いほど歩いている傾向が見られる

ことや，前期高齢男性，中年女性には商業地に近いほど

歩いている傾向が見られることを明らかにした．Hino et 
al.(2022)9)は，横浜市民の歩数を用いて，都市におけるコ

ンビニや公園といった様々なアメニティへのアクセスを

 

図-1 歩行環境と歩行量の関係図 
 

 
定量化する新たな指標の有効性を検証し，既存の指標に

対する優位性があることを明らかにした． 
地区の特徴よりマクロな視点で歩行量との関係として，

谷口ら(2006)10)は，歩行量と住宅地の関係に注目し，大

都市圏で移動歩行量が多いことや，移動歩行量の小さい

住区群は，準工業地域や工業地域に指定されている住区

群，市街化調整区域，人口密度の低い住区群であること，

低層住居専用地域を主体とする住区では，大都市圏で歩

行量が多くなる半面，地方都市ではむしろ少なくなって

いることを明らかにした．  
 これらの既往研究をまとめると，使用した歩行環境の

指標は異なるものの図-1 の(A)で示すような，歩行環境

と歩行量の多寡の関係を明らかにした研究は存在してい

る．しかしながら，図-1 の(B)で示すような，歩行環境

が外出頻度や手段選択といった交通行動にどの程度影響

した結果，全体の歩行量が発現しているかという交通行

動からの観点を含み，各要素を網羅的に扱うことをして

いないため，既往研究では現象のメカニズムを明らかに

することはできていない．そこで，図-1 の(B)で示す既

往研究では明らかにされていない，交通行動に着目して

歩行環境と歩行量の関係について明らかにすることを本

研究の目的とする． 
 
 
3. 研究手法と使用データ 

 
(1) 研究手法 

前章に示す目的に対し，本研究では以下の構成をもつ．

はじめに，仮説を設定し，使用データと本研究における

用語の定義を行い，各トリップの分類とその集計を行う． 
本研究では，前章に示す目的を達成するために，1)歩

行環境の違いにより，交通行動が異なり，その結果，居

住地における実際の歩行量が異なること，2)徒歩におけ

る移動目的の違いにより，徒歩に影響を及ぼす歩行環境

の要素及びそれが徒歩行動に与える影響が異なること，
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の 2点を仮説として設定する． 

 

(2) 使用データ 

 本研究では，スマートフォンアプリである「とみおか

ーと MOOVE（以下，本アプリ）」により得られたプロ

ーブデータを用いる．本アプリは，科学技術振興機構

（JST）のセンター・オブ・イノベーション（COI）プ

ログラムによる研究開発の一環として，あいおいニッセ

イ同和損保が横浜国立大学と連携して開発した健康増進

アプリである．本アプリはGPSにより利用者の日々の移

動を捕捉する．これにより，利用者は移動に応じてコン

ビニなどで使用可能なクーポンと交換することができる

ポイントを取得するというインセンティブが働く健康増

進アプリである．なお，本アプリの使用日数や利用者の

居住地域は各個人によって異なる．そこで，本研究では

1日の最後にいた場所を 5次メッシュ（250m）で集計す

ることで推定した居住地が，東京都もしくは神奈川県か

つ，本アプリの利用日が 5日以上というスクリーニング

を行った．本研究で用いる移動データの概要を表-1 に

示す．なお，本研究で用いる手段については，本アプリ

で判定した．徒歩，自転車，自動車，鉄道の 4種類につ

いてはそのまま使用し，飛行機などのサンプル数が少な

いものと欠損値についてはその他，欠損値として扱う． 

 
 
4. 用語の定義 

 
(1) トリップの定義 

 本研究で使用するトリップの定義について述べる．本

アプリで取得した生データは，トンネルや信号などを原

因とするGPSの接続の問題により，同一手段の連続した

移動であってもシステム上 2つの移動に分断されてしま

う事象が発生する．そこで本研究においては，本アプリ

より取得した生データのトリップをオリジナルトリップ

と定義する．そして，前のオリジナルトリップと手段が

同一かつ前のオリジナルトリップの到着時刻から 5分以

内に出発しているオリジナルトリップを同一のアンリン

クトトリップとして定義する．なお，GPSの接続による

一時的なトリップの切断を想定してるため，空間的な連

続性について考慮せず時間をもとに定義した．  

また，乗り換えなどの手段の変更により，システム上

2 つのオリジナルトリップに分断される事象も発生する．

そこで，本研究においては，前のオリジナルトリップの

到着時刻から 15 分以内に出発しているオリジナルトリ

ップを同一のリンクトトリップと定義する．表-2に本研

究の対象となる各トリップ数について示す． 

表-2 により，生データであるオリジナルトリップが

61,705回発生しており，アンリンクトトリップとして扱 

表-1 使用データの概要 
実施期間 2021年 11月～2022年 3月 
取得データ 移動時のGPSログ，歩数，手段，

移動速度，移動開始/終了時刻 
提供OS iOSのみ 
利用料金 無料 
ユーザー数 111名（スクリーニング後） 

手段 徒歩，自転車，自動車，鉄道， 
その他，欠損値 

 

表-2 本研究で使用するトリップ数 

オリジナルトリップ 61,705 
アンリンクトトリップ 58,545 
リンクトトリップ 23,646 

 

表-3 徒歩における移動目的 

移動目的 アンリンクトトリップ数 

本源的な徒歩 1,775(6.6%) 
派生的な徒歩 24,992(93.3%) 

合計 26,767 
 

うと 58,545 トリップ，リンクトトリップとして扱うと

23,646 トリップとなり，ほとんどのオリジナルトリップ

はアンリンクトトリップとして扱うことができ，リンク

トトリップは平均すると 2つから 3つのアンリンクトト

リップから構成されていることが分かる． 

 

(2) 徒歩における移動目的の定義 

 仮に歩行環境が良くない際に，同じ徒歩トリップであ

っても，散歩の様なトリップであればトリップ自体が発

生せず，通勤などのトリップであれば手段を変更する， 

といった徒歩の目的により歩行環境から受ける影響が異

なることが想定される． 

そこで本研究では，徒歩における移動目的の差異に着

目し，散歩のような本源的な徒歩と通勤や買い物の様な

派生的な徒歩の 2種類に分類するが，本アプリではプロ

ーブデータのみを取得している為，移動目的について直

接取得することができない．そこで，本研究では便宜的

に周回している徒歩または目的地が公園である徒歩を本

源的な徒歩として想定し，手段が徒歩であるアンリンク

トトリップの目的地の半径10m以内に出発地が存在する

場合と，手段が徒歩であるアンリンクトトリップの目的

地の半径10m以内に公園が存在する場合を本源的な徒歩

として定義する．そして，それ以外の徒歩を派生的な徒

歩として定義する．それぞれの移動目的の徒歩アンリン

クトトリップの発生状況を表-3に示す．なお，括弧内は

全数に対するシェアを示す．表-3より本源的な徒歩は徒

歩全体の 6.6％を占めており，徒歩での移動の大半が派

生的な徒歩であることが分かる． 
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5. 行動によるトリップの分類 

 
(1) 分類の基準 

歩行環境が異なることにより，交通手段や外出頻度と

いった交通行動及びその結果としての歩行量に対する影

響について明らかにするために，各リンクトトリップの

分類を行い，各分類のリンクトトリップの発生状況につ

いて考察する．分類には各手段ごとのアンリンクトトリ

ップの距離を閾値として用いる．そこで，図-2に示すよ

うに，手段が徒歩，自転車，自動車，鉄道であるアンリ

ンクトトリップを抽出し，250m ごとに設定した各距離

帯における手段の構成割合を算出した． 

図-2 より，移動距離が 500m 未満の距離帯では徒歩の

構成割合が 95％以上を占めるなど，短距離の移動時に

は徒歩が選択される確率が高く，移動距離が長くなると

徒歩の構成割合が減少し，自動車や鉄道の構成割合が増

加することが分かる．自転車は，移動距離が 1.25km 前

後の距離帯において構成割合が高くなるものの，同距離

帯においては，徒歩の構成割合の方が高くなり，どの距

離帯においても自転車より構成割合が高い手段が存在す

ることが分かる． 
各距離帯における徒歩の構成割合が他の手段よりも大

きい距離帯である 1.75km を閾値として設定し，手段ご

とに 1.75km 未満のアンリンクトトリップを短距離の移

動として分類し，1.75km以上のアンリンクトトリップを

長距離の移動としてアンリンクトトリップを手段ごとに

2種類に分類する． 
 
(2) リンクトトリップの分類 

前節で設定した閾値を用いて距離で分類した各アンリ

ンクトトリップの組み合わせによりリンクトトリップの

分類を行う．各手段（徒歩/自転車/自動車/鉄道/その他）

に対して，発生しない/短距離/長距離の 3 パターンが存

在するため，その組み合わせは本来であれば 243通り存

在するが，分類が増えることで各分類に該当するリンク

トトリップが少なくなることが想定される．そこで本研

究においては表-4に示すように，距離帯別の使用手段 
 

表-4 リンクトトリップの分類 
Class 回数 距離帯別の使用手段 
Type1 7095 短距離徒歩 
Type2 1057 長距離徒歩 
Type3 310 短距離自転車 
Type4 171 長距離自転車 
Type5 1153 短距離自動車 
Type6 3342 長距離自動車 
Type7 14 短距離鉄道 
Type8 176 長距離鉄道 
Type9 359 

短距離徒歩 

長距離徒歩 
Type10 440 短距離自転車 
Type11 0 長距離自転車 
Type12 597 短距離自動車 
Type13 2265 長距離自動車 
Type14 104 短距離鉄道 
Type15 2574 長距離鉄道 
Type16 3 

長距離徒歩 

短距離自転車 
Type17 5 長距離自転車 
Type18 13 短距離自動車 
Type19 78 長距離自動車 
Type20 3 短距離鉄道 
Type21 0 長距離鉄道 
Type22 20 

短距離自転車 

長距離自転車 
Type23 5 短距離自動車 
Type24 9 長距離自動車 
Type25 0 短距離鉄道 
Type26 4 長距離鉄道 
Type27 2 

長距離自転車 

短距離自動車 
Type28 17 長距離自動車 
Type29 0 短距離鉄道 
Type30 3 長距離鉄道 
Type31 376 

短距離自動車 
長距離自動車 

Type32 3 短距離鉄道 
Type33 12 長距離鉄道 
Type34 4 

長距離自動車 
短距離鉄道 

Type35 23 長距離鉄道 
Type36 9 短距離鉄道 長距離鉄道 
Type99 97 その他の手段が含まれる 
Nodata 2172 欠損値のみ 
Others 1131 3つ以上の手段を使用 

 

図-2 各距離帯におけるアンリンクトトリップの手段の構成割合（10km未満） 
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が 2つ以下のリンクトトリップにおける各組合せと，そ

の他の手段が含まれるもの，3 つ以上の距離帯別の使用

手段を組み合わせたものの合計 39 種類にリンクトトリ

ップを分類した． 
表-4より，分類に用いた39種類の内，4つは該当する

リンクトトリップが発生しなかったものの，他の 35 種

類に関しては該当するリンクトトリップが発生している

ことが分かる．単一の手段を用いるリンクトトリップや

欠損値のみで構成されるものが多く発生していることが

分かる．  
2 つの距離帯別の使用手段を組み合わせたリンクトト

リップは組み合わせにより該当数が大きく異なる．その

中で多く発生した組み合わせは，短距離徒歩と長距離鉄

道，短距離徒歩と長距離自動車であり，2,000 リンクト

トリップ以上発生している．このことから徒歩で移動す

ることが難しい自動車や鉄道を使用した比較的長距離の

移動に対しても，端末交通として短距離の徒歩が発生し

ていることが分かる． 
また，3 つ以上の距離帯別の使用手段を含むものは，

2 つの距離帯別の使用手段を用いた組み合わせの合計値

よりも少ないことが分かる． 
 
 
6. おわりに 

 
本研究では，既往研究で扱われていない交通行動に着

目して歩行環境と歩行量の関係について明らかにするこ

とを目的として，健康増進アプリによるプローブデータ

を用いた交通行動について分析を行った．その結果，本

源的な徒歩が徒歩全体の6.6％を占めることが明らかに

なった．そして，各距離帯における手段の構成割合を算

出したところ，移動距離が1.75km未満の際には徒歩が選

択される可能性が最も高く，1.75km以上の際には自動車

や鉄道が選択される割合が徒歩よりも高いことが明らか

になった．そして，1.75kmという閾値を用いて各リンク

トトリップを35種類に分類することができた．2つの距

離帯別の使用手段を利用したリンクトトリップでは，短

距離徒歩と長距離鉄道，短距離徒歩と長距離自動車とい

う組み合わせが2,000リンクトトリップ以上発生してい

たことから，自動車や鉄道を使用した比較的長距離の移

動の際に，自動車や鉄道に付随する徒歩がどの程度生じ

ているか定量的に示すことができた．  
これらの分類した各リンクトトリップの発生状況が各

個人により差異が生じるか，土地利用や高低差，緑道の

整備状況といった歩行環境がどのような際に発生しやす

いかといった歩行環境との関係の解明を今後の課題とす

る． 
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ment Influence Physical Activity?, 2005 
注2)  WHO ： GLOBAL ACTION PLAN ON PHYSICAL 

ACTIVITY 2018-2030, 2018 
注3) 国土交通省：「居心地が良く歩きたくなるなか」か

らはじまる都市の再生，2018 
注4)  国土交通省：まちなかウォーカブル推進プログラム

（令和 2 年度予算決定時点版），2019 
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